
様式２－２ 

番 

号 

 

１．① 

項

目 

歩行者が安全に歩行できるよう、勝山通り、玉造筋の歩道を早期に拡張すること。当

面、ガードレールの設置、電柱の移動を行うこと。 

（回答） 

ご要望の勝山通と玉造筋においては、道路用地を新たに買収して道路を拡幅する都市計

画道路の整備計画がありますが、いずれも現時点では事業に着手できていない事業未着手

の路線となっております。 

大阪市では、平成 28 年９月に当面 10 年間の都市計画道路の整備見通しを示す「都市計

画道路の整備プログラム(以下、「プログラム」)」を策定し、令和４年３月には整備進捗を

反映した「プログラム」の中間見直しを行いました。 

現在、この中間見直し後の「プログラム」に沿って事業中路線の整備を優先的に進めてい

るとともに、事業未着手の路線のうち優先度が高い路線については、事業着手へ向け取り組

みを進めており、そのひとつである勝山通線は、令和７年度中の事業着手に向けて手続きを

進めております。 

また、長期未着手の都市計画道路については、平成 25年に見直しを行っており、その際

に計画を存続することとした路線（玉造筋線含む）は、概ね 30年程度での着手をめざすこ

ととしております。 

担当 建設局 道路河川部 街路課  電話：06-6615-6753 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

１．② 

項

目 

消えている道路の白線を引き直し、信号機を歩行者に安全な歩車分離方式や歩行者横

断時間の延長などの改善を大阪府に進言すること。 

（回答） 

 本市では市民のみなさまが道路を安全・安心に通行していただけますよう、令和６年度末

までに幹線道路の劣化している区画線の補修が完了し、引き続き令和８年度末までに生活

道路の消えている区画線の補修完了をめざして、取り組みを進めております。 

 なお、横断歩道などの交通の規制及び指示に関するものは道路標示といい、公安委員会が

所管しておりますので、情報共有を行うなど連携して引き続き取り組んでまいります。 

担当 
建設局 道路河川部 道路課 道路維持担当  電話：06-6615-6801 

建設局 東部方面管理事務所 田島工営所  電話：06-6751-5000 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

１．③ 

項

目 
区内を巡回するコミュニティーバス、オンデマンドバスを運行すること。 

（回答） 

 「コミュニティバスについて」 

天王寺区では、区内の主要施設まで急勾配の坂道があり高低差が大きい下寺町地域につ

いて、平成 29年７月１日から、近鉄バス株式会社と天王寺区役所との共同事業により、近

鉄大阪上本町駅とあべのハルカスを結ぶ「あべの・上本町シャトルバス」南行きの一部の便

を、松屋町筋経由に変更しました。 

 

「オンデマンドバスについて」 

令和７年２月に新たなエリアにおけるＡＩオンデマンド交通の社会実験に関する民間事

業提案を募集し、Osaka Metro Groupより天王寺区を対象区域とする事業提案の提出があり

ました。 

今後、ＡＩオンデマンド交通検討会議において、運行計画の協議が調えば事業者が国へ申

請を行い、令和７年 10月以降に社会実験を開始する予定です。 

担当 
天王寺区役所 企画総務課（事業戦略室） 電話：06-6774-9910 

都市交通局 バスネットワーク企画担当  電話：06-6208-8895 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

１．④ 

項

目 

自転車の通行にあたっては、歩行者優先で、自動車の危険にならないような、マナー

と、道路整備をおこなうこと。 

（回答） 

 「マナーについて」 

大阪市では、「人優先」の交通安全思想の下、「第 11次大阪市交通安全計画」を策定し、

自転車が守るべき交通ルールの周知や交通マナーの向上に向けて、自転車の交通安全思想

の普及啓発にかかる取組を推進しております。 

具体的には、各区において大阪府警察等と連携し、幼児期から高齢者まで、ライフステー

ジに応じた学習として、交通安全のルールやマナーを身につけるための交通安全教室や自

転車安全運転講習会等を実施し、交通ルールの周知を図っています。 

また、交通ルールの遵守と交通マナーの向上を図るため、各季交通安全運動期間中におけ

るポスター掲示、チラシ配布に加え、大阪府警察、大阪府と連携した交通安全キャンペーン

や交通安全啓発を実施するとともに、「自転車安全利用五則」において示されている「車道

が原則、左側を通行 歩道は例外、歩行者を優先」や「自転車ヘルメットの着用」等の自転

車が守るべき基本的な交通ルールについて周知・啓発を行っています。 

今後とも引き続き、効果的な自転車の安全対策について検討し、交通安全ルールの遵守や自転

車の危険走行の防止など、大阪府警察や区役所等と連携の上、啓発活動を推進してまいります。 

 

「歩行者の安全を優先する自転車通行の施策について」 

本市の自転車通行環境整備は、「歩行者の安全確保を第一に、自転車の安全性・快適性を

確保すること」等を目的に、まずは、大阪市内の周辺部より事故発生頻度の高い市内中心部

(北区・福島区・西区・中央区・浪速区・天王寺区)の幹線道路において、自転車交通量や自

転車関連事故の多い路線を選定し、緊急対策として、青矢羽根、自転車マーク及び矢印等の

路面表示を連続的に設置する環境整備に取り組んでおり、令和６年度に完成しております。 

天王寺区付近におきましては、赤川天王寺線（上町筋）、恵美須町城東線（玉造筋）、大阪

和泉泉南線（谷町筋）、天王寺方面東西 33号線、大阪八尾線（長堀通）、大阪枚岡奈良線（千

日前通）、天神橋天王寺線（松屋町筋）で自転車通行環境整備として、青色矢羽根と自転車

マーク及び矢印等の路面表示を連続的に設置しております。 

自転車通行空間の整備にあたり、歩行者・自転車・自動車を物理的に分離するには、十分

な道路幅員が必要となることから、道路幅員に余裕のある路線や、道路の交通容量に余裕が

あり車線数の減少可能な路線に限られますが、可能な範囲で自転車道や自転車専用通行帯

での整備を実施します。 

今後、限られた道路空間の中で道路の利用状況に適した整備形態を選定し、大阪府警察と

協議のうえ、歩行者・自転車・自動車にとって、より安全に通行できる通行空間の確保につ

いて検討を進め、安全な自転車通行空間の確保に努めてまいります。 

担当 
市民局 区政支援室 地域安全担当  電話：06-6208-7317 

建設局 道路河川部 道路課 交通安全施策担当  電話：06-6615-7699 

 



番 

号 

 

２．① 

項

目 
特養ホームを増設すること。 

（回答） 

 大阪市では、３年毎に大阪市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を策定しており、

令和６年度～令和８年度までを計画期間とする現計画では、特別養護老人ホームの整備目

標の定員数を令和８年度末で 14,900人分に設定しております。 

 令和７年７月１日現在、大阪市所管の特別養護老人ホームは 172施設、14,803人分が開

設されているところです。天王寺区においては、令和７年２月に開設した１施設を含め、

合計３施設 223人分が開設されています。 

 今後とも、高齢者の方々のニーズや地域の実情を勘案しながら、計画的な整備に努めて

参ります。 

担当 福祉局 高齢者施策部 高齢施設課  電話：06-6241-6530 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

２．② 

項

目 
入浴設備を整え、多目的に使用できる老人福祉センターを建設すること。 

（回答） 

本市では、地域の高齢者の皆さんに健康で明るい生活を営んでいただくため、生活相

談のほか、老人クラブへの援助や各種教養講座、趣味、生きがいづくり、レクリエーシ

ョンなどの機会を設けることを目的とした老人福祉センターを各区に設置しています。 

また、高齢者の健康増進と孤独感の解消の一助を目的とし高齢者入浴利用料割引事業

を実施しています。 

担当 福祉局 高齢者施策部 高齢福祉課（いきがいＧ） 電話：06-6208-8054 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

２．③ 

項

目 
老人憩いの家での、食事サービス・喫茶を拡充できるよう援助すること。 

（回答） 

 区内９地域では、地域活動協議会の構成団体をはじめ地域住民が協力して、コミュニテ

ィの活性化やつながりづくりに様々な活動が主体的に行われています。 

地域活動協議会の活動である高齢者食事サービスでは、地域の一人暮らしの高齢者や高

齢者世帯の方を対象とし、利用者の健康増進と地域社会とのつながりづくりを深め、安心

して暮らせる地域づくりに取り組まれています。 

 天王寺区としましても、地域活動協議会による自律的な地域運営を促進するために活動

を支援するとともに、地域のつながりづくりのための活動を支援してまいります。 

担当 天王寺区役所 市民協働課（地域活動の支援） 電話：06-6774-9734 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

２．④ 

項

目 
高齢者見守り事業を拡充すること。 

（回答） 

（地域包括ケア推進課） 

 本市では心身の障がいなどにより食事の確保が困難な高齢者の方に対して、食事を配達

する機会を通じて、安否を確認する生活支援型食事サービス事業をおこなっております。 

 また、高齢者の世帯が地域社会の中で、自立して安全かつ快適な生活ができるよう、その

在宅生活を支援するため、手すりの設置等安全で快適な設備・設計をおこなうとともに、安

否確認等の在宅支援をおこなう生活援助員が配置されたケア付住宅を運用しており、令和

６年度からは毎年募集する市営住宅の福祉目的住宅募集において、冷蔵庫扉やトイレ扉等

に設置して 24時間以上開閉がなければ異常を検知するＩＣＴ見守り機器を住宅に設置し、

異常を検知した際にはあらかじめ登録いただいた連絡先や入居者本人へ連絡し、必要に応

じて訪問のうえ安否確認をおこなう「見守り付住宅」を新たに募集しております。 

 また、認知症の人が行方不明となった場合に、早期発見・保護につなげるための仕組みづ

くりとして、事前に登録された協力者にメールで行方不明者の氏名・身体的特徴等の情報を

一斉送信し、捜索の一助とする「認知症高齢者等見守りネットワーク事業」を平成 27年度

から実施しています。 

なお、保護された認知症の人が速やかに身元判明に至るよう、連絡先等を記載した衣服な

どに貼付するシール等を配付するなど、身元不明対策の強化にも取り組んでいます。 

  

（地域福祉課） 

大阪市では平成 27年度より「地域における要援護者の見守りネットワーク強化事業」を

開始し、各区社会福祉協議会に福祉専門職のワーカー（ＣＳＷ：コミュニティ・ソーシャル・

ワーカー）を配置した「見守り相談室」を設置し、要援護者を地域の見守り等につなぐとと

もに、見守り活動を行う地域団体への支援を行っています。 

また、自ら支援を求める状態にない要援護者に対してねばり強くアウトリーチを行い、関

係部署、関係機関と連携し、必要な支援につなぐなどの取り組みを行っています。 

ライフライン事業者等が日常業務の中で、支援を必要とされている方を発見した場合

は、区役所等へ連絡してもらうよう連携協定も締結しており、連絡があった時は、区役所

と見守り相談室が連携し、安否確認を行っています。 

引き続き高齢者等が安心して生活できるよう努めて参ります。 

担当 

福祉局 高齢者施策部 地域包括ケア推進課（地域包括ケアＧ）電話：06-6208-9995 

福祉局 高齢者施策部 地域包括ケア推進課（認知症施策Ｇ） 電話：06-6208-8051 

福祉局 生活福祉部 地域福祉課              電話：06-6208-7954 

 

 

 



番 

号 

 

２．⑤ 

項

目 
地域の老人憩いの家を活用拡大できるように援助すること。 

（回答） 

老人憩の家等の地域集会施設は、地域の方々が地域課題の解決に向けて話し合い、自主

的に様々な活動を進めていくための地域運営・地域活動の拠点施設として活用されていま

す。 

本市では、今ある地域集会施設を地域活動の場として継続して活用していただくため

に、従来より、老朽化により維持管理上著しく支障があると認められる場合の改修工事に

対して、補助を行うこととしております。 

さらに、老朽化が著しく進んできた施設が多くなってきたことから、令和２年度には、

将来にわたり地域運営や地域活動の拠点の確保を支援するため、建替えに対する補助制度

を創設しました。建替えに対する補助は、校区等地域（概ね小学校区）あたり１施設とし、

耐用年数を超過した施設について、行うこととしています。なお、耐用年数は、木造、非

木造の構造ごとに一律に設定しております。 

地域集会施設の管理については、地域の方で運営されております。 

今後とも、地域課題の解決に向け、地域による自律的な活動がより一層進みますよう支

援してまいります。 

担当 天王寺区役所 市民協働課（地域活動の支援） 電話：06-6774-9734 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

２．⑥ 

項

目 
緊急通報システムやＧＰＳ機器貸出などの高齢者施策事業を広く知らせること。 

（回答） 

緊急通報システムやＧＰＳ機器貸出などの高齢者施策事業の周知に当たりましては、こ

れまでも本市ホームページをはじめ、高齢者がよく目にする介護保険パンフレット（ハート

ページ）、くらしの便利帳等へ掲載し、区役所等や関係機関への周知依頼を行っており、引

き続き広く事業周知が図られるよう努めてまいります。 

担当 
福祉局 高齢者施策部 地域包括ケア推進課（地域包括ケアＧ）電話：06-6208-9995 

福祉局 高齢者施策部 地域包括ケア推進課（認知症施策Ｇ） 電話：06-6208-8051 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

３．① 

項

目 
区保健福祉センターの役割を強化し、活動を拡充すること。 

（回答） 

 大阪市では、この間の新型コロナウイルス感染症対策の経験も踏まえ、将来の大規模感染

症にも対応可能な地域保健体制について検証し、引き続き１保健所、24 区保健福祉センタ

ー体制により、大規模感染症への対応力強化を図ることとしています。 

 天王寺区保健福祉センターでは、今後も保健所との役割分担と相互連携により、天王寺区

における公衆衛生施策の充実に努めてまいります。 

担当 天王寺区役所 保健福祉課（健康推進） 電話：06-6774-9863 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

３．② 

項

目 
無料低額診療機関を増やすこと。 

（回答） 

無料低額診療事業は、社会福祉事業としての届出を自主的に行った病院や診療所などの

医療機関が、生計の困難な方のために無料又は低額な料金で診療を行う事業であり、医療機

関において生計困難の要件に該当するかを確認するとともに、生活保護による医療扶助で

ない場合は、診療費の免除・減免について、医療機関がその経費を負担して実施されている

ものです。 

国は、無料低額診療事業について、「社会情勢等の変化に伴い、必要性が薄らいでいるの

で、抑制を図るものであること。（平成 13年 7月 23日社援発第 1276号厚生労働省社会・援

護局長通知）」としております。 

本市では、国の動向を注視しつつ、新たな届出があった場合には要件を確認のうえ受理し

ており、現在 49医療機関となっております。 

担当 福祉局 総務課（法人監理グループ） 電話：06-6241-6541 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

３．③ 

項

目 
特定健診、ガン健診率を向上させる抜本的な手立てを講ずること。 

（回答） 

大阪市国民健康保険では、特定健診の受診啓発について、対象となる全ての方に受診券、

国保健診ガイド（パンフレット）、お住まいの区の取扱医療機関・集団健診会場一覧を送付

し、受診を勧奨しています。また、特定健診の受診率向上に向けて、未受診者全員に対して

ＳＭＳや受診勧奨はがきの送付、医師会と連携した「かかりつけ医」からの受診勧奨、受診

者に対しておおさか健活マイレージ「アスマイル」の市町村独自ポイントの付与等の取組を

実施しています。 

令和７年度からは、新たに国保人間ドックの無料対象者年齢の拡大、特定健診の必須項目

に視力、聴力等を追加した「国保プラス健診」の導入等に取り組んでおり、その結果を分析・

評価し、より効果的な受診勧奨となるよう検討を進めてまいります。 

（下線部について回答） 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（保健事業） 電話：06-6208-9876 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

３．③ 

項

目 
特定健診、ガン健診率を向上させる抜本的な手立てを講ずること。 

（回答） 

がん検診の受診率向上に向けては、担当部署と連携し、はがきやＳＭＳによる受診勧奨を

行うほか、20歳の女性市民には子宮頸がん検診、40歳の女性市民には乳がん検診（マンモ

グラフィ）の無料クーポン券を送付しております。 

加えて、昨年度に引き続き、市民の健康意識を高め、がん検診の受診行動を促すため「大

阪・関西万博『いっとこ！がん検診キャンペーン』」の取組として、41 歳から 59 歳までの

大阪市国民健康保険に加入されている女性の方にも、乳がん検診（マンモグラフィ）無料ク

ーポン券を送付するとともに、おおさか健活マイレージ「アスマイル」を活用し、大阪市が

ん検診を１種類以上受診された６９歳以下の方に、電子マネーに交換可能な「大阪市ポイン

ト」1,000ポイント（1,000円相当）を付与し、受診促進に努めております。 

さらに令和 3 年度から受診行動を促す環境づくりとして、対象者の自宅へ大腸がん検査

キットを郵送し、予約不要で市民に身近な区役所等の特設会場で検体を回収する「ナッジ理

論（＝そっと後押しする）を活用した大腸がん検診」を一部の区においてモデル実施してお

りましたが、今年度より市内全区において実施しております。 

今後も、これまでの取組による効果の検証を行い、より効果的な周知・啓発を行うなど、

更なる受診率の向上に努めてまいります。 

（下線部について回答） 

 

担当 健康局 健康推進部 健康づくり課  電話：06-6208-9969 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

４．① 

項

目 
保育所を増設し、待機・保留児童を解消すること。 

（回答） 

本市では、待機児童を含む保育を必要とする全ての児童の入所枠を確保するため、認可保

育所の整備等を計画的に進めております。なお、認可保育所の新設等の整備計画策定に際し

ては、既存保育施設等の定員や入所申込み状況等も考慮しており、当該計画に基づき、必要

な保育施設等の整備を行っております。 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課（環境整備Ｇ） 電話：06-6208-8126 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

４．② 

項

目 
民間の学童保育への支援を拡充し、市立の学童保育所を設置すること。 

（回答） 

大阪市では、昭和 44 年以来、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生（留守家庭

児童）を主な対象として、保護者に代わりその健全な育成を図るため、民設民営の取り組み

に対する補助金の交付を行う「留守家庭児童対策事業」を実施しております。 

 一方、近年の少子化・核家族化・夫婦共働きの一般化による子どもたちを取り巻く環境の

変化に対応するため、留守家庭の子どもに限らず、すべての小学生に放課後等の安全・安心

な遊び場・居場所を提供し、その健全な育成を図ることを目的として、平成４年度から小学

校の余裕教室を活用した「児童いきいき放課後事業」を開始し、現在では市内の全市立小学

校で実施しております。 

 本市の放課後児童施策については、大阪市内の全ての小学校区で実施する「児童いきいき

放課後事業」を中心に進めていくこととしており、それぞれの地域ニーズに応じたサービス

が提供できるよう実施主体について公募により選定するとともに、令和７年度から児童の

安全と保護者の利便性の向上を図るため入退室管理アプリの導入や時間延長を利用人数に

限らず全ての活動室において実施しております。 

その上で、「留守家庭児童対策事業」については、「児童いきいき放課後事業」の補完的役

割として、民設民営で実施されている放課後児童クラブ（学童保育所）に対して補助を継続

しております。 

平成 27年度からの子ども・子育て支援新制度の開始にあたり、大阪市でも国の基準に合

わせて留守家庭児童対策事業補助金の運営費や開設時間延長加算、開設日数加算を行い、障

がい児受入推進加算補助金等を含め、補助金交付基準の引き上げを行っております。 

また、平成 29 年度から「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」を実施する

とともに、令和４年２月からは、放課後児童支援に加え補助員も含めた職員の処遇を改善

するため、賃上げ効果が継続されることを前提として、収入を３％程度引き上げるための

補助を実施しています。加えて、令和６年度より、国の新基準を踏まえた「常勤の放課後

児童支援員を２名以上配置した場合」の補助基準を新設し、補助金の拡充を行っておりま

す。 

担当 こども青少年局 企画部 青少年課（放課後事業Ｇ） 電話：06-6684-9559 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

４．③ 

項

目 
五条小学校、真田山小学校の大規模化を解消すること。 

（回答） 

学校配置の適正化の取組みは、大阪市適正配置審議会における平成 22年 2月「今後の学

校配置の適正化の進め方について（答申）」を起点とし、児童の良好な教育環境の確保、教

育活動の充実を図ることを目的として、大阪市立学校活性化条例、大阪市立小学校の適正規

模の確保に関する規則及び学校配置の適正化の推進のための指針に基づき、学校配置の適

正化を推進することとされ、小学校の適正規模は 12 学級から 24 学級までと定められてい

ます。 

五条小学校、真田山小学校については、在校生の教育環境を保障するため、令和８年（2026

年）４月入学から学校実態に応じた学級数に達するまでは、学校選択制にかかる選択可能校

の対象外となりました。再開については、令和 13年（2031年）４月を予定しております。 

今後も天王寺区では、教育委員会事務局と連携を図りながら、学級数や児童数の推移など

を注視し、適正配置の取組について検討をすすめてまいります。 

担当 天王寺区役所 市民協働課（教育文化） 電話：06-6774-9743 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

４．④ 

項

目 
子どもの医療費の窓口負担（一医療機関５００円）をなくして無料にすること。 

（回答） 

本市の医療費助成制度は、大阪府の補助金交付要綱のもと実施しており、対象者の方が医

療機関を受診した際、保険診療が適用された医療費の自己負担部分の一部を助成していま

す。一部自己負担額の撤廃につきましては、給付の仕組みそのものに関わるものであり多額

の財源が必要となることから、困難であると考えています。 

なお、本市では、従前から大阪府市長会を通じて、国に対しまして、国の制度として福祉

医療費助成制度を創設されるよう要望を行うとともに、大阪府に対しても補助対象の拡充

について要望しています。 

担当 こども青少年局 子育て支援部 こども家庭課（医療助成Ｇ）電話：06-6208-7971 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

４．⑤ 

項

目 
子どもの虫歯治療率を向上させること。 

（回答） 

現在、本市では母子保健法に基づく１歳６か月児及び３歳児健康診査において、幼児歯科

保健個別指導を実施し、う蝕の罹患（むし歯）の可能性が高いと診断された幼児とその養育

者を対象に、歯科医師の指示に基づき歯科衛生士が、歯の清掃方法やう蝕予防のための間食

等について具体的な指導を行っています。 

また、１歳６か月児及び３歳児健康診査受診者のうち、フッ化物塗布を希望する者に対し

て、歯科医師の指示により、歯科衛生士が、原則として、フッ化ナトリウム等を使用し、綿

棒法（場合により歯ブラシ法）によって塗布することにより、積極的にう蝕の予防を図って

います。 

担当 こども青少年局 子育て支援部 管理課（母子保健Ｇ） 電話：06-6208-9966 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

４．⑤ 

項

目 
子どもの虫歯治療率を向上させること。 

（回答） 

大阪市立の小中学校及び義務教育学校においては、学校保健安全法に基づき、毎年実施し

ている健康診断において、学校歯科医による歯科健診を行い、検診結果については、各学校

で把握し、児童生徒及びその保護者に対して通知するとともに、歯みがきや食生活などの生

活習慣についても詳しくお知らせすることで、児童生徒等の口腔衛生について、家庭への啓

発を図るなど、取り組んでいるところです。 

また、検診の結果、治療が必要な児童生徒には、学校から「歯・口の健康診断結果のお知

らせと受診のおすすめ」を発行し、受診するよう勧奨を行い、受診後は各医療機関が発行し

た受診証明書を保護者から学校に提出することで、受診状況の把握を行い、未提出の児童生

徒等については、引き続き保護者に受診を促しています。 

さらに、定期健康診断未受診の児童生徒への対応について、各学校においては、学校歯科

医が歯科健診を随時実施するなどの対応を行うとともに、教育委員会においては、各学校に

受診状況の調査などを行っております。 

引き続き、児童生徒等の歯と口の健康のため、学校歯科保健事業に取り組んでまいりま

す。 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当  電話：06-6208-9141 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

４．⑥ 

項

目 
一人親家庭への援助、子どもへの虐待やヤングケアラーをなくす施策を講ずること。 

（回答） 

大阪市では、「大阪市ひとり親家庭等自立促進計画」を策定し、子育て・生活支援、就業

支援、経済的支援のほか、ひとり親家庭をサポートする体制の充実など、ひとり親家庭のみ

なさんが安心して子育てをしながら働き、こどもたちがすこやかに育つことができるよう、

総合的な施策を進めています。 

また、ひとり親家庭の方に対し、就職等に関する制度などの情報を提供するとともに、き

め細かな相談支援を行う専門の相談員である「ひとり親家庭サポーター」の相談窓口を 24

区で開設しております。具体的な相談内容として、ひとり親家庭自立支援給付金（ひとり親

家庭自立支援教育訓練給付金・ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金・ひとり親家庭高等学

校卒業程度認定試験合格支援事業・ひとり親家庭専門学校等受験対策給付金事業）の事前相

談・申請受理、就業や生活に関する相談支援、離婚前の相談や養育費確保のための相談等を

行っております。 

こどもへの虐待防止対策について、本市では、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対し、

母子保健・児童福祉の両機能が連携・協働して、切れ目のない一体的な相談支援を行うとと

もに、児童虐待の発生を予防し、早期に発見・対応するために、プロスポーツチーム、民間

企業等と連携して、子育て家庭をはじめ、地域住民やこどもに関わる関係機関など、広く市

民に対して、「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン」等を通じて、児童虐待の

防止に向けた積極的な啓発活動を行っているところです。 

また、こどもや保護者を対象とした「SNSを活用した児童虐待相談事業（親子のための相

談 LINE）」や、子育てに不安や負担を抱える家庭に訪問支援員を派遣し家事・育児を支援す

る「家事・育児訪問支援事業」、支援が必要な特定妊婦等が安心して生活できるよう支援す

る「妊産婦等生活援助事業」などを実施するとともに、各区要保護児童対策地域協議会の機

能を活用し、地域のさまざまな関係機関や民生委員･児童委員、主任児童委員をはじめとす

る支援者とのネットワークの強化に取り組んでいるところです。 

今後も引き続き、関係機関との連携及び情報共有を図りながら、こどもへの虐待防止対策

に取り組んでまいります。 

大阪市では、令和３年５月に「ヤングケアラー支援に向けたプロジェクトチーム」を設置

し、ヤングケアラーの実態調査、関係機関への研修の実施、関係機関への周知・啓発、中高

生向けの冊子の作成、24 区における相談窓口の整備、もと当事者や社会福祉士等の専門家

による SNS相談・オンラインサロン・ピアサポートの実施、外国語通訳派遣などの取組を進

めています。 

また、大阪市こどもサポートネットにおける市立の全小・中学校の児童・生徒を対象に教

職員が行うスクリーニングにヤングケアラーの項目を追加することで、学校現場における

ヤングケアラーを早期発見し支援につなげる取組を行っています。 

令和７年度からは、「大阪市こども計画」において、ヤングケアラー支援をライフステー

ジを通して対処すべき課題の重点施策に位置付け、施策を進めています。 

 

担当 

こども青少年局 子育て支援部 こども家庭課       電話：06-6208-8034 

こども青少年局 子育て支援部 管理課（児童支援対策Ｇ） 電話：06-6208-8355 

こども青少年局 企画部 企画課（こどもの貧困対策推進Ｇ）電話：06-6208-8153  

  



番 

号 

 

４．⑦ 

項

目 
子ども子育てプラザー事業を拡充すること。 

（回答） 

子ども・子育てプラザ（子育て活動支援事業、ファミリー・サポート・センター事業、地

域子育て支援拠点事業の３事業）は、子育て家庭や地域の子育て活動を支援することを通じ

て、家庭や地域の子育て機能を高め、次代を担う子どもの健やかな育成を図るとともに、乳

幼児期の親子や子育て支援関係者、就学期のこどもたちが集い交流する機会の提供と地域

における子育ての相互援助活動の支援を行い、もって地域福祉活動の推進を図ることを目

的としています。 

子ども・子育てプラザは、区における子育て支援の中心となる拠点であり、子育て情報の

収集と効果的な提供、子育て中の親子の支援（親子イベントの開催や子育て相談等）をはじ

め、区の子育て支援室と連携し、地域の子育てサロンやサークル、他の子育て支援関係機関

との協働を通じて、地域コミュニティの形成と主体的な地域ネットワーク体制の整備に取

り組んでおります。 

今後とも多様化する子育てニーズに対応できるよう、区役所及び地域の子育て支援機関

と協力しながら、地域全体で子育てを支える環境づくりに努め、より一層の子育て支援環境

の充実を図ってまいります。 

担当 こども青少年局 子育て支援部 管理課（子育て支援Ｇ） 電話：06-6208-8112 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

４．⑧ 

項

目 
無料か低額の学習塾を拡充すること。 

（回答） 

天王寺区では、小・中学生の基礎学力の向上および学習習慣の形成を図るため、区内在住

の小学５年生から中学３年生を対象とした「天王寺塾」を開講しております。 

「天王寺塾」は、大阪市習い事・塾代助成カード（以下「カード」という。）が利用でき

ることから、カードを利用される方は、実質無料となります。 

なお、大阪市では令和６年 10月利用分から所得制限を撤廃し、市内在住のすべての小学

５年生から中学３年生が、カードの利用できる対象となっております。 

担当 天王寺区役所 市民協働課（教育文化） 電話：06-6774-9743 

 

 

 

 

 

 

 



 

番 

号 

 

４．⑨ 

項

目 
子ども食堂、フードバンクの事業を援助すること。 

（回答） 

こどもの居場所への支援については、平成 30年度より、こどもの貧困対策関連事業とし

て、地域でこどもの貧困などの課題解決に取り組む団体等（以下、「活動団体」といいます。）

と活動団体を支援する意向のある企業等（以下、「支援企業」といいます。）をつなぐネット

ワークを構築して、地域における取組の活性化と、社会全体でこどもを育む機運の醸成を図

ることを目的として「こども支援ネットワーク」を構築し、ネットワークの事務局を担って

いる大阪市社会福祉協議会へ運営補助を行っています。 

本事業では、活動団体や支援企業の情報発信、定期的なミーティングによる活動団体・支

援企業相互の情報共有、活動団体の従事者を対象とする研修の実施、支援企業からの物資提

供等による支援の仲介、活動団体でのボランティア活動の仲介、新たな活動団体の開拓・支

援等の取組みを行っています。そして、本事業の取組みによる効果が相互に影響を及ぼすこ

とにより、地域における活動の深化を図ることとしており、こどもの居場所が安定的に運営

されるよう支援しています。 

令和元年度からは、安心してこどもの居場所の活動に取り組んでいただけるよう「こども

支援ネットワーク」に加入された活動団体に対して、こどもの居場所での万一の事故に対応

した保険への加入料を本市が全額支援するとともに、令和３年度より、本人の不注意による

けがなど、利用者を対象とした補償内容を拡充してきたところです。 

また、必要な地域にこどもの居場所を充足させることを目的として、令和４年度から、本

市が指定する地域にこどもの居場所を開設する活動団体に対し、開設にかかる備品等の購

入経費を補助する「大阪市こどもの居場所開設支援事業」をモデル実施し、令和５年度以降、

全区展開による本格実施を行っています。 

引き続き、活動団体の主体性を大切にしながら、「こども支援ネットワーク」を通じて、

こどもの居場所が安定的に運営され、安心して活動に参加できるような環境づくりに取り

組んでまいります。 

（下線部について回答） 

 

担当 こども青少年局 企画部 企画課（こどもの貧困対策推進Ｇ）電話：06-6208-8153 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

４．⑨ 

項

目 
子ども食堂、フードバンクの事業を援助すること。 

（回答） 

本市では、食品ロス削減のため、「フードドライブ」に取り組んでいます。 

具体的な取組としては、本市と「フードドライブ回収事業にかかる協定書」を締結してい

る事業者の店舗等や区役所あわせて 74か所（令和７年７月１日現在）において、ご家庭で

余った食品を回収しています。回収した食品は、本市と「フードドライブ連携実施にかかる

協定書」を締結している事業者を通じて、大阪市内にある福祉団体や生活支援を必要とする

個人等に無償で譲渡しています。 

このほか、コンビニエンスストア等 46か所（令和７年７月１日現在）でもフードドライ

ブを行っており、フードドライブの受付場所は本市ホームページ（https://www.city.osak

a.lg.jp/kankyo/page/0000537035.html）に掲載しています。 

本市は、今後も引き続き、食品ロス削減に向けて、フードドライブを推進してまいります。 

（下線部について回答） 

 

担当 環境局 事業部 家庭ごみ減量課  電話：06-6630-3259 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

５．① 

項

目 

入居希望が多くては入れない市営住宅を増設すること。当面、空き家（政策空き家も含

む）を減らして入居定員を増やすこと。 

（回答） 

本市では、市営住宅の供給につきましては、住宅施策の重要な柱の一つと位置づけ取り組

んでまいりました。その結果、市営住宅の管理戸数は約 11万戸と、住宅総数に占める比率

は政令市でもトップの水準となっております。 

 今後の整備につきましては、現在ある住宅ストックを良好な社会的資産として有効活用

していくことが重要であると考えており、「大阪市営住宅ストック総合活用計画」に基づ

き、建替事業等を効果的・効率的に進めてまいりたいと考えております。 

市営住宅の空き家については、法令において、災害や公共事業等の場合を除き、公平に 

入居の機会を得られるよう公募（抽選）により入居者を決定しており、例年、２月・７月の

定期募集、５月の福祉目的募集、11 月の親子近居等募集などの期間を定めた募集を行って

いるほか、様々な事情により速やかに住宅の確保を必要とされる方を対象に随時募集を 

行っております。  

 また、当選後に辞退等があった住宅については、速やかに直近次回の入居者募集を行う

等、空き家が発生してから次の方が入居するまでの空き家期間を短くし、市営住宅を必要

とされている多くの市民の方にできる限り早期に住宅を提供するよう努めております。 

担当 
都市整備局 住宅部 建設課（建設設計）   電話：06-6208-9242 

都市整備局 住宅部 管理課 入居契約担当  電話：06-6208-9264 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

５．③ 

項

目 

マンションの増設については、学校・保育園・公園などの不足や過密化にならないよう

にすること。高層マンションにあたっては、自家発電、水槽の設置などを付帯条件にし

て、災害時に強い住宅にすること。 

（回答） 

 本市では、建築物と公共・公益施設との均衡、調整を図ることを目的として、「大規模建

築物の建設計画の事前協議に関する取扱要領」に基づき、一定規模以上の建築物の計画につ

いて、事業者に対し、建築確認等の法令手続に入る前に道路、上下水道、消防、公園、緑地、

教育、環境などの所要の事項について、関係各課と十分協議し、適切な措置を講じるよう指

導しております。（大規模建築物事前協議制度） 

一定規模以上の建築物とは、住宅の用に供するもので、戸数が 70戸以上のもの、建設計

画の区域が 2,000 ㎡以上で、かつ建築物の地上高さが 10ｍ以上のもの、建築物の延床面積

が 5,000㎡を超え、かつ階数が６階以上のものが対象となります。 

これら対象の建築物のうち、建築物の用途が共同住宅の場合は、大規模建築物事前協議制

度の中で、公園等の公共施設に関する事項のほか、義務教育施設に関する調整や保育需要の

増加に対応した保育施設等の整備についても、関係各課と協議をしていただくこととなり

ます。 

（下線部について回答） 

担当 計画調整局 開発調整部 開発誘導課  電話：06-6208-9287 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

５．④ 

項

目 
民泊は、近隣住民の合意と理解を条件に届出制でなく、許可制にすること。 

（回答） 

近隣住民の合意と理解について、国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業（特区民泊）

は、国家戦略特別区域法施行令において「施設が国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業

の用に供されるものであることについて、適切な説明が行われていること。」と定められて

おり、国の通知においても、同意の取得までは求めないとされています。住宅宿泊事業（新

法民泊）は、国のガイドラインにおいて「住宅宿泊事業を営む旨の届出を行うにあたっては、

届出者から周辺住民に対し住宅宿泊事業を営む旨を事前に説明することが望ましい。」とさ

れており、大阪市では大阪市住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例で周辺住民へ

の説明等を義務付けています。 

 また、届出制や許可制については、特区民泊は国家戦略特別区域法において「認定」、新

法民泊は住宅宿泊事業法において「届出」と定められているため、法の定めに基づき実施し

ております。 

 

担当 経済戦略局 観光部 観光課  電話：06-6469-5156 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

５．⑤ 

項

目 
移動図書館を南方面にも設置すること。 

（回答） 

自動車文庫（移動図書館）の巡回場所は、市立図書館や他の巡回場所から一定の距離があ

ることを条件として設置しており、現時点で天王寺区への巡回場所の新設は考えておりま

せん。 

なお、阿倍野図書館（阿倍野区阿倍野筋４丁目 19－118）や自動車文庫巡回場所である高

松公園（阿倍野区天王寺町北３丁目 17）が天王寺区南部方面に比較的近いため、こちらも

ご利用ください。 

 

担当 教育委員会 中央図書館 利用サービス担当  電話：06-6539-3317 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

５．⑥ 

項

目 
図書館など公共施設のトイレは洋式に改めること。 

（回答） 

ご要望いただいております内容につきましては、大規模な改修が必要となり、費用も高

額となるため、厳しい財政事情の中、早々に整備するのは難しい現状です。 

いただいたご要望を参考に、今後、設備改修などの機会をとらえて、整備を検討してま

いります。 

（下線部について回答） 

担当 教育委員会 中央図書館 総務担当  電話：06-6539-3313 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

６．① 

項

目 

自助や共助活動がスムーズに発揮できるよう行政として指導・助言・援助を行えるよ

うにしておくこと。 

（回答） 

天王寺区では、地域や学校、団体、マンションへの防災出前講座の実施、地域の自主防災

組織による避難所開設・運営訓練の支援、広報紙「天王寺」への防災特集記事の掲載、家具

転倒防止対策の啓発等を通じて、区民の自助力・共助力の向上に取り組んでいます。また、

区内事業所に対して、大規模災害発生時に保有する資源を活用いただき、地域における被災

者の支援や復興等へご協力いただくよう働きかけています。 

今後も引き続き、自助・共助・公助の連携を強化して、防災力の向上に取り組んでまいり

ます。 

 

担当 天王寺区役所 市民協働課（安全まちづくり） 電話：06-6774-9899 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

６．② 

項

目 

行政の責任で、避難誘導、避難所開設、食料支援、インフラ回復などの諸策を講ずる防

災計画を作成し、地域での防災訓練などを援助すること。 

（回答） 

天王寺区では、「天王寺区防災計画」及び「天王寺区地域別防災計画」を作成し、天王寺

区ホームページで周知しています。 

天王寺区防災計画 

https://www.city.osaka.lg.jp/tennoji/page/0000212655.html 

天王寺区地域別防災計画 

https://www.city.osaka.lg.jp/tennoji/page/0000348242.html 

また、天王寺区まちづくりセンターとともに、地域における防災訓練の計画・実施を支援

しています。 

担当 天王寺区役所 市民協働課（安全まちづくり） 電話：06-6774-9899 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.osaka.lg.jp/tennoji/page/0000212655.html
https://www.city.osaka.lg.jp/tennoji/page/0000348242.html


番 

号 

 

６．③ 

項

目 

区や地域で準備・確保している防災備品、備蓄物、福祉避難所、協力民間機関などの情

報を区民・住民に広く知らせること。 

（回答） 

大阪市では、大阪府域備蓄方針に定められた 11品目の物資を基本としながら、国や大阪

府などが定める避難所運営等にかかる各種ガイドラインや取組指針などを踏まえて本市独

自で備える物資を含めて、避難所の運営にあたって必要な備蓄物資の備蓄品目や数量、更新

頻度など必要な事項を定めるとともに、市民や事業者によるいわゆる自助、共助の備蓄につ

いても基本的な方針を示し、市民による日ごろからの家庭内備蓄や企業内備蓄などを促進

し、災害の発生後の避難生活に備えて備蓄すべき物資について必要な事項を定めており、大

阪市のホームページで周知しています。 

大阪市避難所運営にかかる備蓄計画 

https://www.city.osaka.lg.jp/kikikanrishitsu/page/0000571056.html 

福祉避難所については、災害発生時に建物の安全確認や人員確保、受け入れ可能人数の調

整ができた後、準備が整い次第、可能な施設より順次開設を行いますので、福祉避難所への

受け入れが必要と思われる要支援者についても、まずは災害時避難所に避難してください。

よって広く周知することはしておりません。 

天王寺区では地震・風水害等の大規模災害が発生した際に、物資等の提供に協力いただけ

る企業等をあらかじめ登録し、大規模災害発生時に企業等のもつ人的・物的資源を活用する

ことで、地域での防災力向上を図ることを目的として「天王寺区災害時協力事業所登録制

度」を設けており、天王寺区ホームページで周知しています。 

天王寺区災害時協力事業所登録制度 

https://www.city.osaka.lg.jp/tennoji/page/0000384392.html 

担当 天王寺区役所 市民協働課（安全まちづくり） 電話：06-6774-9899 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.osaka.lg.jp/kikikanrishitsu/page/0000571056.html
https://www.city.osaka.lg.jp/tennoji/page/0000384392.html


番 

号 

 

６．④ 

項

目 
防災無線スピーカーを増設すること。 

（回答） 

防災スピーカーによる放送音について、本市のような都市部では、騒音、高層の建築

物による反射や遮蔽等のために聞き取りにくくなることが避けられません。そのため、

この間、高性能スピーカーの採用や聞き取りやすくするための放送速度の見直しなどを

行っています。 

一方、ご要望の防災スピーカーの増設については、近接する既設防災スピーカーの放

送音を聞き取りにくくしてしまう恐れがあること、増設しても確実に放送音をとどける

には限界があること、及び、増設で改善した場合も住環境の変化で再び聞き取りにくく

なることがあるといったことから容易には実施できない状況です。 

このような状況を踏まえ、放送音が聞き取れなかった場合には、放送の当日に限ります

が、防災行政無線テレホンサービス（06-6210-3899）で放送した音声を聞くことができるよ

うにしています。ただし、通話料がかかります。 

また、携帯電話・スマートフォンへの緊急速報メール、おおさか防災ネット防災情報メー

ル、Yahoo！防災速報アプリ、大阪防災アプリ、大阪市 LINE公式アカウント、大阪市危機管

理室 X、要配慮者利用施設・地下施設向けメール、災害多言語支援センターホームページ、

ケーブルテレビの字幕放送・防災情報サービス、通信機能付きガス警報器へも放送と同じ内

容を配信しています。さらに、テレビ局、ラジオ局へ情報提供し、併せて、広報車が地域を

巡回して放送することとしています。 

このように本市では、防災スピーカーだけでなく多様な情報伝達手段を用いて災害情報

を伝達することとしており、携帯電話をお持ちでない方を含め市民の皆さんに様々な方法

で必要な情報が確実に伝わるよう、引き続き情報伝達手段の多様化に努めてまいります。 

 

担当 危機管理室危機管理課（防災ＩＣＴ担当） 電話：06-6208-9795 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

７．① 

項

目 

公園の樹木や、街路樹の伐採については、町会役員だけへの説明に留めず、区役所主導

で地元住民への説明会を開くなど地元の理解を得て行うこと。 

（回答） 

平成 30 年度から令和６年度にかけて行った公園樹・街路樹の安全対策事業では、市民

の安全・安心を目的とし、日常の維持管理では、道路・公園の安全性と快適性を維持でき

なくなった樹木を対象に、撤去・更新を行っており、樹木の健全育成を促す空間を確保し

つつ、将来の生育を考慮した上で、可能な限り植え替えを実施しました。 

本事業に関する市民の方々への周知、説明については、地域活動協議会への周知を全区

で徹底するとともに、必要に応じて、その他の地域団体にも説明を行うなど、きめ細やか

な周知に努めてまいりました。 

また、ホームページにおいても、本事業の趣旨・目的に加え、1 本ごとの撤去理由など

をまとめた対象樹木一覧表を掲載するとともに、現地の対象樹木へ工事着手の約 1ヶ月前

から貼り紙を行うなど、日頃、公園や道路を利用される皆様にも事前に周知できるよう取

り組んでまいりました。 

安全対策事業は令和６年度で終了しておりますが、今後も引き続き、公園樹や街路樹の

維持管理について、市民の皆様の理解が得られるよう、樹木の役割や日頃の樹木管理の取

組など樹木管理の基本的な内容をＳＮＳやポータルサイトなどを活用しながら、より分か

りやすく発信してまいります。 

担当 建設局 公園緑化部 緑化課  電話：06-6615-6891 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

７．② 

項

目 
各公園にトイレや水道の設置を行うこと。 

（回答） 

公園のトイレは、来園者が公園を快適に利用するための便益施設です。一方で、屋外にあ

り、無人管理で、不特定多数の方が常時自由にご利用できるという特性をもっております。

そのため、既存のトイレにつきましては、いたずら等により破損されるケースも多く発生し

ており、不具合等の発生状況に応じて修繕を行っているところです。 

公園のトイレは、その必要性や状況等を十分に精査した上で、効率的・効果的に整備する

必要があると考えており、現在は、遠方からも多くの利用者が見込まれる大規模な公園のト

イレにおいて、美装化と洋式化とを合わせた改修を優先的に進めています。そのため、現時

点で天王寺区内において、公園のトイレを新たに設置する予定はございません。 

本市の管理する公園において設置している水道を用いた施設として、手洗場と水飲場が

ございます。本市では、それらの施設については社会状況や市民ニーズ、財政状況を踏まえ、

魅力ある公園を効果的に整備していくため設置基準を定めています。手洗場については、砂

場のある公園で遊戯後の手指等の洗浄のため、設置が望ましいと考えており、地元住民団体

等からの要望を受けた際には、周辺や利用状況等を踏まえたうえで設置を検討してまいり

ます。また、水飲場については、公園利用者の水分補給のために手洗場と併設されることが

多くありましたが、飲料水を携行する人が増加したことから、設置しない方針としていま

す。 

担当 建設局 公園緑化部 公園課  電話：06-6615-6769 
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８．① 

項

目 
広報紙を中心に、目に見える情報を発信すること。 

（回答） 

区の情報についてはホームページだけでなく、広報紙「天王寺」にも掲載しているほか、

重要な情報についてはＳＮＳに加え、区広報板を活用するなど、デジタル・アナログの両方

で発信を行っています。また、広報紙「天王寺」につきましては、必要な情報をより広く区

民にお届けするため、令和５年５月号より全戸配布しております。 

今後もいただいたご意見を参考に、様々な媒体、手法により区民の皆さまに情報が行き届

くよう努めてまいります。 

担当 天王寺区役所 企画総務課（事業戦略室） 電話：06-6774-9683 

 

 

 

 

 

 


